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１．少子高齢化と世代間格差
　今日の先進社会においては少子高齢化という人口構造の変化現象が共通して観測されるようで
ある。その変化の速度に関してはそれぞれの社会の文化・歴史的背景に応じて多様性が見られる
のであるが、人口構造の少子化・高齢化は今日の先進社会に共通して観測される現象であると
いってよいだろう。このことからしても、今日の先進社会において生じている少子高齢化現象は、
「近代後期」（advanced modernity あるいは high modernity）という社会特性に特徴的に表れる
現象の一形態であると思われる。本稿では、少子高齢化現象が後期近代社会を成り立たせている
諸制度─特に、高齢者の生活扶助を始めとした諸々の社会保障制度─に極めて深刻な影響を及ぼ
しているという問題状況に注目している（１）。
　少子高齢化という人口構造変化の文脈の中で徐々に（というよりは、急激にというべきかもし
れない）その社会的衝撃の度合いを増してきたと指摘されている事柄は、富の配分に関して観察
される「世代間格差」（generational inequality）および／あるいは「世代間葛藤」（generational 
conflict）という問題である。そして、こうした世代間格差・葛藤の発生原因に関しては、福祉
便益（welfare benefits）の配分構造に関わる問題が指摘されている。経済市場における交換を
統御する原理は等価交換という価値に基づく互酬性原理であるが、経済的富の再配分機構である
社会福祉制度においては、その制度を通して配分される福祉便益の配分は経済的等価性以外の理
念に基づく一方的な移転という原理によって配分される。そのひとつが年齢的福祉制度の機構を
支える福祉社会の理念であるが、その理念が今日の少子化・経済不況という状況の下、ある種の
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「不平等」を生み出している温床であるとする議論が行われているのである。
　その中でもアメリカ社会における不平等性の指摘が特に顕在化してきたと思われる。たとえば、
和田（2012年 b）の中でも引用した Johnson, Conrad and Thomson（1989）の中では、若い世代
から高齢者世代への経済的富の再分配という性格を有する今日の福祉政策を継続するならば世代
間に不正義観を醸成し福祉国家が成立するための暗黙の了解を台無しにしてしまうであろうこと
が指摘されている（２）。そしてまた、アメリカ老年学会の会長就任の記念論文の中でR.ビンストッ
クは、かつてアメリカ社会で高齢者福祉制度を構築する際にアメリカ社会の中で共有されてきた
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肯定的な高齢者イメージが大きく転換し、今日ではむしろ否定的な高齢者イメージが目立ち始め
ているという傾向について述べている（３）。あるいは、わが国においても、『孫は祖父より１億円
損をする』という（ある意味）衝撃的なタイトルを持つ島澤・山下の著書の中でも、今日わが国
で生まれている世代間格差について、「正社員と非正社員の間の『世代内の格差』が注目を集め
ていますが、日本では『世代間格差』が世界でもっとも深刻な状況です。」と論じている（４）。他
の先進社会の場合と同様に、わが国の世代間格差の場合でも、その格差を生み出している要因は
単に少子高齢化ばかりではなく、いわゆる「世界同時不況」という経済不況がいまひとつの原因
であることはこの著書の中でも指摘されている（５）。すなわち、
   この［若者が置かれている］苦境の原因の大きなところは、若者は政治的にも経済的にも発
言力が弱く、数の上でも圧倒的に中高年の世代に負けている現実です。正社員と非正社員の
間の世代内格差、豊かな時代を過ごした祖父母や父母の時代と比べた世代間格差が大きいこ
とが、若者をますます厳しい状態に追い込んでいるといえるでしょう。親の世代のように将
来を明るく見通せなくなったのです（６）。
というふたつの格差によって今日の若者世代が直面する経済苦境が生み出されているのだ、とい
うことである。上記引用中に述べられた「世代内格差」とは、同一世代の中で個人の間に観察さ
れる格差というものであるが、こうした個人間格差を生み出す要因のひとつが、今日的状況では
中高年に適用されている長期雇用制度の影響下での雇用市場の圧搾であるともいわれている。つ
まり世代間格差は、今日の若者世代がその祖父母や父母の世代が体験した時代と異なったより厳
しい時代に直面している結果であるという「時代効果」でもあるが、近代の成熟という歴史的現
象の文脈の中で生じた少子高齢化現象もその時代の特性を形作っている要因のひとつ─複数の原
因の中のひとつではあるが、最も中心的な原因─なのである。
　高齢者に有利だとする世代間経済格差は、アメリカ社会では「高齢者」（というイメージ）に
対する人びとの態度に大きな変化が生まれているといわれている。先にあげた R. ビンストック
の論文の中で指摘された「思いやりという高齢者観」（compassionate ageism）という高齢者意
識が今日その社会的支持を失いつつある、ということである。こうした意識は、かつてアメリカ
社会が「福祉国家として成立する上で機能した暗黙の了解」（７）として機能したアメリカ人の心の
あり方の一面であった。ビンストックは、アメリカ社会において高齢者をめぐる社会保障制度が
構築された1970年代において人びとが抱いていた高齢者への意識・態度は正反対の方向に変化し
たと論じているのであるが、高齢者への態度に見られたこうした変化は高齢者世代と若者世代の
間に生まれている経済的利害の対立─経済的富の若者世代から高齢者世代への福祉的再分配をめ
ぐる対立─を背景としたものであると指摘されている（８）。
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　従来、歴年齢という個人属性は、性や人種・民族等と同様に、いわれなき偏見や不当な差別を
生み出す可能性のある個人属性（ascription）として社会老年学等の分野で取り上げられること
が一般的であった。こうした観点からする「老年」という属性を有する「高齢者」という集団は
差別の対象として認識されることが一般的であった。しかし後期近代社会においては、加齢や加
齢の結果生まれる社会集団に与えられる「高齢者」という社会的カテゴリーには一定の変化が生
じてきたといわれる。A. パルモアは指摘する。「高齢者の身体的精神的社会的経済的特徴が顕著
に向上してきた上に、高齢者向けに設けられたプログラムやサービスが数多くあるので、これら
の施策を高齢者を優遇する差別、あるいは肯定的エイジズムだと批判する人びとが増えてき
た。」（９）ここで、「肯定的エイジズム」（positive ageism）とは、今日の高齢者に過剰の福祉便益
が配分され、その結果、高齢者の生活が他の世代─特に、若年者の世代─の生活に比べて、公的
施策によって過剰に保護されているとみる見方である。
　今日の先進社会においては、高齢者の生活を維持していく上で大きな役割を果たしている（年
金や医療・介護を始めとした）福祉便益の給付は、現在の勤労世代が納める保険料に大きく依存
していることは周知の事柄である。こうした社会保障の管理・運用は政府財政の一環として行わ
れているが、今日多くの先進社会の政府財政は看過できない負債を抱える形で維持されているの
である。そしてまた、今日生じる負債の返済は将来世代に委ねられているのである。国民は、自
国の社会保障制度から福祉便益を受給する半面、その制度を維持するための責務を負うのである
が、少子高齢化はこの受給と負債の世代間バランスを大きく変化させてしまったのである。国民
各人が社会保障制度から得る便益とそれを支える負債の間のバランスを世代ごとに算出する方法
が「世代会計」（generational accounting）と呼ばれる財政論の一理論である（10）。世代会計論で
は「われわれは、好む、好まざるにかかわらず、意識する、しないにかかわらず、日々政府とな
んらかの経済的な取引を行っているの」（11）だという考え方を前提としているが、近代社会におい
ては、一定の制度の下─その制度は民主主義議会制度という政治の手続きに従って構築される─
市民は政府との間に一定の契約関係にあるということは暗黙の了解事項である。ただし、ここで
留意すべきは、市民と政府との間に形成される経済関係は、たしかにギヴ・アンド・テイクの交
換的な経済関係を形成するのであるが、その交換は市場における競争交換とは全く異なった性格
のものである、ということである。すなわち、その交換比率は政府の有する政治権力を背景に決
定される、ということである。つまり、市民はたとえその交換が等価ではなく片務的であると感
じたとしても、交換相手を自由に選ぶことはできないのである。しかしながら、その交換過程の
中でやり取りされる対象は経済財であり、その経済財は市場経済の仕組みの中で生産・消費され
ているものなのである（12）。
　こうした世代会計の計算結果は、近代の成熟という状況の中で今日先進社会において世代の間
に生じている（あるいは、生じる可能性のある）ひとつの問題状況の具体的イメージを得る上で
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有益であるが、それは飽く迄もマクロな統計数値上に現れた格差（の可能性）であり、その格差
が生み出す経済状況を捉えるためには社会学的考察を加えることが必要である。
２．世代間格差の社会学─年齢階層論とフコース論
　世代会計の結果として現れる世代間格差が何を意味しているのかを理解する上で留意しなけれ
ばならない点について島澤・山下は次のように述べている（13）。ひとつは、世代会計は将来に関
することのみをあらわしている、ということである。ということは、この式は「現在生きている
国民が、過去にどれだけの負担を負い、受益を得てきたかを含めた」（14）計算式ではないというこ
とであり、したがって、「貰いすぎ！」「負担が少なすぎ！」という高齢者への批判が「いわれな
き」ものか否かに答えを出すためには、「現在の年金受給世代が過去に享受し負担してきた受益
と負担を遡って計算しなければ」ならない、と指摘している（15）。ふたつめの注意事項は、世代
会計の式は異時点間の政府の予算制約式であるから「この制約式を満足させるためには、政府純
債務の清算を考える必要が」あり、この点に関して重要な点は「その負担を負うのは現在世代で
はなく将来世代のみだという前提」を設けている、ということである（16）。換言すれば、「追加的
な負担を現在世代は一切行わず、政府純債務を、将来世代のみの負担によって解消するという仮
定」に立っている、ということである（17）。後者の仮定は計算式から解を求めるための便宜的な
前提であるが、前者は個人の過去から現在に至るまでの歴史性を把握するための概念であるライ
フコースの重要性を指摘する考え方とも共通する点であるが、社会学における世代間格差論では、
こうした歴史性を取り込むべきとする考え方と必ずしも積極的には変数として取り上げない考え
方の両者が見られるようである。
１）世代（年齢）階層論モデル
　後者の考え方の典型は、少子高齢化の進んだ後期近代社会においては高齢者の集団はひとつの
経済的・社会的階層を形成しているとする「年齢（あるいは、世代）階層論」（age [generational] 
stratification theory）の視点である。たとえば、Turner（1989, 1998）の中で展開されている年
齢階層論では以下のごとき主張がなされている。
　ターナーはその「年齢階層論」（a theory of age stratification）を構成する上で、M. ヴェーバー
の階層論の文脈を受け継ぐかたちで提示されている T.H. マーシャルの３つの変数からなる多元
的階層論に依拠している、としている。その３つの次元とは、「経済階級」「政治的不平等」「文
化的生活スタイル」というものであるが、その中でもターナーは特に「社会・政治的権利（enti-
tlement）という地位あるいは市民権」に関わる政治的次元ならびに「文化的な生活スタイルと
いう地位」次元を重視している（18）。ターナーは経済階層・政治的資格・市民権および文化的生
活様式との関わりの中で考察する多元的階層分化のモデルの中で年齢集団間の利害関係を捉える
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ことを目指しているのであるが、そこで彼が特に注目している事象は、中壮年期以降の加齢に
伴って生じる「（交換過程における）互酬性」（reciprocity）の低下ということである。すなわち、
個人のライフコースにおいて、就労前の若年者世代と退職後の高齢者世代は経済次元での交換的
互酬性要求を充分に満たしえないという意味で「依存的」（dependent）存在（あるいは、地位）
であり、互酬性を充分に満たしうる地位─就労世代である青年・中壮年者集団─は自立した地位
を賦与されるという意味で、高い「威信」（prestige）を賦与される年齢集団なのだ、というこ
とである。ターナーは「個人が成熟するにつれて…時間的並びに資源的［貢献］との関わりにお
いて社会制度の中で中核的な位置を占める社会的役割を占めるようになる」のであり、「社会的
貢献や社会への統合が増大するにつれ、社会（community）の中での地位や自己評価も［したがっ
て、威信も］また上昇するのである」が、中核的役割の遂行から離脱する高齢者集団にはこうし
た社会的評価は及ぼされなくなるのである、と主張する（19）。
　ターナーがその論説を構築する上で前提としているさらなる認識は、以下のごとくである。す
なわち、加齢（成熟）に伴ってライフコース上で変化する互酬性の上昇と低下、そしてその互酬
性変化が生み出す個人の社会的威信の変化という「互酬性‐成熟曲線」図式の影響力は、「［経済］
階層上の地位、文化的資本（cultural capital）の蓄積、市民としての権利（citizenship entitle-
ments）によって、そして高齢者が政治活動に向けて動員しうる能力、によって媒介されるので
ある。」（20）が、それはまた時代状況
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によって影響を受けるのである、という認識である。ターナー
が注目する時代状況は、本稿ですでに述べてきた他のケースと同様に、「高齢化という人口構造
の変化」と「長引く経済不況」である。高齢化現象によって高齢者向けの福祉政策に政府財政の
より大きな部分が用いられることになれば、当然のことならが高齢者福祉以外の福祉政策への給
付制限をせざるをえないが、経済不況という状況の下でこうした人口構造の変化が生じれば、そ
の影響は一段と大きくなるだろう。ターナーは次のように述べる。
   出生率が減少し人口構造が高齢化することにより職業からの引退者の数に比べて就労者の数
が極端に減少するという結果となり、そしてその［人口構造の変化という］現象は経済的に
も政治的にも大きな影響を及ぼすのである。［というのは］政府が管掌する高齢者向けの年
金が政府の収入の［中で年金以外に費やすことのできる部分の］重大な削減を意味するから
である。…今日世界経済に蔓延している不況の下では、人口構造の高齢化は経済成長へ深刻
な影響を及ぼすだけではなく、異なった年齢集団の間に［福祉便益の配分をめぐって］深刻
な一連の政治対立をも生み出すのである。こうした対立は、福祉受給者（welfare clients）
の間の憎悪の政治（a politics of resentment）と呼べることはすでに指摘しておいた（21）。
　ターナーの基本認識は、まず人口の高齢化は必然的に退職者の数（割合）を増加させ、それと
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同時に就労者人口の数（割合）を減少させることによって、政府支出の中で公的年金に対して割
り振らざるをえない金額（割合）が増大し、その結果年金以外の財政支出が圧迫されるのだ、と
いう政府財政が直面している状況に対する認識である。そしてふたつには、こうした公的年金に
よる政府財政の圧迫（特に、社会保障部門での圧迫）は、年金受給者とそれ以外の福祉受給資格
者─たとえば、母子世帯等の貧困世帯や障害者等々─との間に福祉受給権をめぐる利害対立を生
み出すのだ、というものである。そして、こうした年齢集団間の利害対立は、社会の政治システ
ムに新たな問題状況を生み出すのだと主張されている。すなわち、福祉便益の受給資格の獲得を
めぐって年齢を異にする受給者間に生まれる憎悪（resentment）を背景にした政治状況である。
しかし前者の認識に関しては、年金受給資格者の数（割合）が増大するならば、個々の受給金額
を減額し、政府支出に占める年金給付の額（割合）を減少させることができるはずだ、という疑
問が提示されるであろう。こうした可能性に対してターナーは次のような推論で応えている。
   すなわち、経済上の権利（rights）や恩典（privileges）は仕事からの引退によって大きく制
限されることになるが、仕事から引退したからといって投票［権］あるいはより一般的な政
治的権利に直接的な影響が及ぼされるわけではないというのが［民主主義社会の］原則であ
る。高齢者のための福祉便益を削減するか、あるいは高齢者福祉のために政府が管掌してき
た機関を民営化するか、いずれかを政府施策は目指すことになるだろうが、自由民主主義社
会における高齢者はこうした政府の施策に反対することによって自らの利益を守るために政
治結社を組織化することが増大するのである（22）。
　かつては─高齢者の数がそれ程多くはなく相対的高齢者人口も小さな人口構造であった時代で
は─高齢者は自らの老後生活を安定化するための福祉制度構築を推進するために社会の中に蔓延
する偏見（エイジズム）と戦う必要があった。こうした流れの中で高齢者自身がその要求を実現
するために積極的に政治活動を起こすことが議論された。高齢者に対する偏見（エイジズム）を
なくすために活動している全国組織のリストの中でパルモアは、「グレイ・パンサー」を含む17
の民間団体の存在を指摘している（23）。わが国においては、高齢者が自らの福祉的利益を守る（あ
るいは、拡大）する上で高齢者だけの政治団体を構成することはアメリカ社会にくらべれば稀な
現象だといえるだろう。しかしわが国も、多数決という決定原理を取り入れた議会制民主主義的
政治体制を有している点ではアメリカ社会と共通しているのであり、そうした政治の仕組みの下
では、
   有権者年齢がどんどん高齢化していますので、各政党とも政権を採るために、有権者の中位
投票者である高齢者が好む政策ばかり掲げ、あるいは嫌がる政策を打ち出さず、高齢者への
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大盤振る舞いを競うようになります。そこでいまの政治には、若い世代、ましてや生まれて
もいない将来世代の利益を顧みるインセンティヴが、十分には働かない状況に陥っているの
です。それが世界でもっとも悲惨な世代間格差に現れているといえるでしょう（24）。
という政治状況がわが国社会にも生まれている、というのである。こうした社会のマクロ的状況
が新たな階層的対立構造に結びつくという可能性は否定できないのだろうか。
２）ライフコースと世代間格差
　しかし、こうした世代間の格差を階層論的視点から論じることに対する批判的議論が S. アー
ウィンによって提示されている。世代階層論の基本認識に対して S. アーウィンは批判的見解を
次のように提示している。
   こうした［世代間の］不平等性は年齢階層論者が予想している意味での葛藤・対立を生み出
すようなものであるとは思われないのである。［むしろ］年齢は、より基本的な一連の社会
関係の表現であり、特にそれはライフコース上のステージや家庭環境を指し示す上で重要な
のである。…［福祉便益への］請求が妥当か否かの評価には、分配正義の観念を形成する上
でライフコース上のステージや家族状況が有する重要性が反映されているのである。分配正
義の観念構造を明らかにしてみれば、年齢に応じて不平等が存在するということ（age 
inequalities）は社会関係が安定的であることを示すひとつの証左なのである。こうした関係
性が有する複雑性や一貫性は、年齢世代間の不平等性が直接的に葛藤を生み出すのだと考え
るモデルの中では覆い隠されているのである（25）。
アーウィンの批判点は次のごとくである。ひとつは、年齢階層論の議論の中では、例えば高齢者
世代の内部で利害の共通性の存在が観察される可能性について論じられていない、ということで
ある。異なったライフコースを持つ高齢者がひとつの階層としての特性を示すほどに共通した利
害関心を示しているか否か疑問だというのである。ふたつには、年齢階層論で福祉領域における
世代間の対立を論じるとき、その対立を生む原因に関して労働・雇用領域の特性との関わりを除
外して論じられている、ということである。生産過程と福祉過程とはお互いに密接に連動してい
るのであり、福祉受給権の配分については生産・労働領域との関わりの中で考えられる必要があ
るのだと主張されている。三つ目には、年齢階層論は実証的な裏付けに欠けている、という点で
ある。アーウィンが依拠している意識調査の結果に表れているライフコースを通して形成される
人びとの公平感を見れば、年齢［段階］に応じて生じる不平等が社会構造の安定性を示す一要素
であることを理解できる、という。というのは、福祉請求の妥当性評価に関わる分配正義の観念
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を形成する上でライフコースのステージや家庭環境が突出して重要であるからである、という（26）。
　アーウィンの主張からするならば、ライフコース上で異なったステージにある世代の間で福祉
便益等の配分の正当性ということを無視して一般的な分配正義を論じることは無意味なのである。
何故ならば、人びとはライフコースに応じて異なった便益の受給権を有しており、たとえば仕事
から引退した高齢者が働いている青壮年者よりもより手厚い処遇を受けるのは決して分配正義に
反することではないと大方が認識しているからである。世代間階層論も分配正義について言及し
ていることはアーウィンも認める。しかし、そこでは年齢集団の置かれた経済・社会状況とその
「福祉的」地位（すなわち、「依存的」地位）、「職業」領域では福祉便益の請求は歴史的に形成さ
れていること、そしてこうした請求の充足・不充足（27）は人びとがどのような状況で就労者の地
位と非就労者としての依存的地位の間を移行したかに応じて決まる、ということを考慮していな
いのだと主張されている。「その結果その理論あるいは理論家は、年齢コーホートの内部で生ま
れる不平等性がもつ重要性を控えめに述べ、そしてコーホートに共通した経験に基づいて共有さ
れている利害関心の大きさを過度に述べる傾向があるのである」とされる（28）。
　アーウィンの主張は、その意図を別の表現で表せば、世代のような一時点におけるマクロ次元
での高齢者の捉え方ではなく、個々の人びとのたどったライフコースの特性に対応して人びとの
内面に形成される価値意識（その中でも特に、分配正義の観念）を説明変数として導入した枠組
みの中で高齢者の社会的位置づけを考察すべきだ、ということに帰着するだろう。すなわち、現
在時点での歴年齢に応じて導かれる世代という観念をひとつの階層と見做す見かたからするなら
ば、歴年齢という一般的特性で構成される世代という社会的位置づけを用いて周辺的存在として
の高齢者の社会像を描いてしまうのである。一般的な階層論から導かれる年齢階層という比喩的
概念は、その現状とは無関係に高齢者を理論的に
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周辺的存在に位置付けてしまう結果を生み出す
のである（29）。そうであるが故に、アーウィンは年齢階層論をもってしては、社会的偏見（エイ
ジズム）から独立した議論を展開していくことはできない、むしろそれ自体がエイジズムである、
と主張するのである。
　年齢階層論の主張とアーウィンの主張─それを「ライフコース論」と名付けておこう─との間
の違いを生み出している要因は何だろうか。まず、年齢階層論は一貫してマクロ次元での議論で
ある。それは少子高齢化現象と長期経済不況現象という後期近代社会の政治が直面している危機
（リスク）構造に注目する。そして次いで、その社会・経済的リスクが原因となって高齢者集団
とその他の年齢集団の間に経済格差が生まれ、それに起因する利害葛藤（憎悪の政治）が福祉施
策をめぐる政治的決定過程において生じている、と論じられている。この見方は、後期近代社会
の中に生まれたリスクとして世代間葛藤を捉える視点を提供するという点で共生社会論に対して
有効な分析枠組みを提供していると思われる。しかしその一方でこの議論は、世代間に生まれた
経済格差が即世代間対立的な階層関係を招来しているという短絡的な推論に基づいており、その
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推論過程を裏付ける理論的・経験的根拠が欠落しているという問題点を内包しているのである。
つまり、年齢階層論においては説明要因としての世代間経済格差と非説明変数としての世代間の
利害葛藤の発生をつなぐ論理の道筋が欠けているのである。この論理のミッシング・リンクを橋
渡しするためにはアーウィンの指摘しているように、個人の内面にまで分け入って分配正義の観
念が形成される過程を媒介要因として導入する必要があるだろう。というのは、今日のリスク社
会状況の中で高齢者世代にはその成員に共通した公正観念が形成されており、その結果一元的な
利害関心が存在するということが明らかであれば、年齢階層論的な推論は大きな根拠を持つこと
になるだろうからである。一方アーウィンのライフコース論では、高齢者集団におけるこうした
分配正義の共有の可能性を否定し、それは飽く迄も個人のライフコースに依存して形成されるの
だ、と主張されている。したがって、高齢者の生活や社会的位置づけを論じる上では他の世代と
の比較は余り意味を持たないとされるのであるが、しかし「ライフコース論」の枠組みの中では
今日高齢者が置かれているマクロ社会状況への考慮が全くなされていないのである。
　年齢階層論とライフコース論いずれにもそれぞれの長所と問題点が含まれている。階層論にお
いては、世代間格差が高齢者世代と他の世代との間に階層間葛藤が生み出されるという論理関係
を必然とする証左は必ずしも明確ではない。一方で、「ライフコース論」においては、今日の後
期近代社会が直面しているマクロ的リスク状況をその理論の中に組み入れて議論を進めていく視
点が欠落しているのである。こうした検討結果を踏まえて、今日の世代間格差問題を世代間共生
問題の視点から論じる枠組みを提示したいと思う。そのために、本稿では、上記ふたつの枠組み
では抜け落ちていると思われる次の観点から世代間共生問題を論じたいと思う。
３．「世代間共生論」における世代間格差
　本稿の提示する「世代間共生論」の考え方を展開する前に、本稿の議論で前提としている現状
認識を示しておこう。まず、ある種のマクロ統計の数値─たとえば、統計学的年齢階層ごとの所
有資産額、特に20歳代の青年層と65歳以上高齢者の所得比較、医療保険等の社会保障制度の負担
と受益のバランス（世代会計の計算結果）…等々─を根拠とする限り、われわれは年齢集団の間
に一定の経済格差が生じていることを認めざるをえない、ということである。第二に、われわれ
の調査結果からしても、青年世代の人びとの間では、自らの経済状態と高齢者のそれとを比較し
たときに一定の格差が存在するという認識を抱く人は多い、ということである（30）。しかし一方で、
こうした統計的年齢階層間の経済格差が即ち、あらたな社会階層の構造化と階層間の葛藤の存在
を指し示しているとは限らない、ということである。第三に、今日の高齢者問題を考える場合は、
高齢者の社会的処遇の「歴史的」変遷の経緯というものを踏まえたうえで論じる必要がある、と
いうことである。つまり、後期近代社会は一方で「市場社会」としての性質を基盤としながら、
一方では「福祉社会」としての理念を制度化する方向で社会の構造化を進めてきた。こうした歴
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史的経緯の中で高齢者の社会的位置づけに関しては尊厳の維持、退職後の生活処遇に関しては福
祉便益の優先的供給といった施策が一定の理念に呼応するかたちで実施されてきたのである。そ
して、高齢者の直面しているリスク環境の中で今問われている事柄は、こうした理念の（修正を
含めた）再確認なのではないか、ということである。
　以上の認識を踏まえて、本稿では次の様に主張したいと思う。すなわち、高齢者世代と青壮年
世代の間の関係性を考える場合、ターナー等の世代階層論で主張されるように前者を「退職世代」
後者を「勤労世代」として抽象化すること、そしてその上で両集団間の関係が社会・経済階層関
係であると断定することは必ずしも妥当ではない、ということである。この点に関しては、われ
われはアーウィンの述べている年齢階層論批判と軌をいつにする認識を共有しているといってよ
い。ターナーはその「互酬性モデル」の中で、加齢とともに職業役割から遠ざかることによる経
済的互酬性の喪失が高齢者集団のスティグマとなりその社会的威信を喪失するが、であるにもか
かわらず高齢者は一面で社会的威信を喪失しながらも一方で変わらぬ政治的参加の機会を有し、
かつ人口の増加によってより大きな政治的影響力を有するようになった、と認識している。経済
領域と政治領域におけるこうした非対称性が「高齢者は不当に福祉的恩恵をうけている」という
イメージを作り上げているのだ、と主張する。しかし、この主張は全ての後期近代社会の現状を
的確に描いたものだとはいいがたい。確かに少子高齢化と経済不況が一定の世代間経済格差を生
み出していることは事実であるが、この格差が世代間の対立関係を生み出すか否かについてはよ
り詳細な分析枠組みを用いて説明する必要があるだろう。たとえば、アーウィンの主張にあるよ
うに、高齢者のライフコースにおける社会・経済的役割の変化を勘案すれば退職者という地位が
一方的に威信を低減するとは思われないのである。事実われわれの調査の結果からしても、若者
世代の多くは（その生きがい追求の方向性に代表される）高齢者の生活に対して、ことさらに互
酬性を強調するような社会貢献の必要性を訴える意識を有しているわけではないのである。そこ
で世代間格差と世代関係との間をより的確に説明する図式を以下で論じていきたいと思う。
　われわれはまず、福祉便益を高齢者の生活目標を達成するための自由を反映した生活資源─あ
るいは、A. センのいう「潜在能力」（capability）─の構成要素のひとつであると捉える視点か
ら出発したいと思う。センは人びとの有する潜在能力を「『様々なタイプの生活を送る』という
個人の自由を反映した機能のベクトルの集合」であると定義する（31）。その上でセンは、福祉を
潜在能力によって捉えることの妥当性は次のふたつの考え方から生まれる、と指摘する。ひとつ
は、潜在能力は「福祉を達成するための自由（あるいは機会）」を構成している、という考え方
である。そしてふたつには、少なくとも特定のタイプの潜在能力は、選択の機会が増すとともに
人びとの生活を豊かにし福祉の増進に直接貢献する、という考え方である（32）。潜在能力は人び
との生活の質
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を高める上で機能的であるが、本稿では生活の質を「生きがいのある生活」という
概念で代表したいと思う。この考え方からするならば、潜在能力は人びとが「生きがいを追求す
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るための自由を反映した機能のベクトルの集合」ということになるだろう。
　こうしたことを確認したうえで、本稿では「共生」概念については「異質なるもの、差異を受
け入れた上での連帯」（33）という規定に基づいた上で、この異質なものの連帯を構築するための必
要条件が異質なものの間の「平等」であると考える。たとえば、社会構造のマクロ的変化によて
生じた世代間の経済格差のもとで世代間の共生を考える際の最初の手続きは世代間の平等という
ことを議論することになるということである。ここで、後期近代社会における平等という概念は
「（1）人間とはそもそも互いに異なった存在であるということであり、（2）平等を判断するとき
に用いられる変数は複数存在する」というふたつの異なった多様性に直面している概念である、
といわれる（34）。前者については、それはそもそも共生問題を組み立てる出発点であるが、後者
のいう平等を判断するときに用いられる変数の多様性について本稿では、すべての人の「生きが
い感の充足」に関わる平等という変数を提示したいと思う。そうしたうえで、世代間の平等とは、
生きがいを追求するための潜在能力に関する平等性であると規定したいと思うのである。
　個人による自由な決定という価値から論を進めるとするならば、われわれの分析方法論も方法
論的個人主義の考え方に沿った説明図式を構築するということになるだろう。社会科学における
個人主義的説明図式に関して J. コールマンは「ミクロ‐マクロ問題」として、マクロ（システム）
次元での説明図式をミクロ（個人の内面）次元での説明経路によって補完するというメタ理論的
方法論を提示している（35）。その説明図式は、平面上の少なくとも４つの変数をひとつの台形と
して結びつけるという考え方である。台形の上部の水平軸は２つのマクロ変数を結びつける説明
経路（A → B）を表し、下部の水平軸は２つのミクロ変数間の説明経路（a → b）を表している。
そしてさらに、A と a とを結びつけるマクロ次元からミクロ次元への説明経路（A → a）とミク
ロ次元からマクロ次元への説明経路（b → B）によって構成されている。これら変数間の関係図
式の中で、最も関心を引く関係はミクロ次元の事象からマクロ次元の事象の発生を説明する変数
関係である。すなわち、
   ミクロからマクロへの移行は、個人の志向、態度、信念の（単純な）集積によってなされる
と考えられている。しかしながら、資本主義経済の起源や革命の世紀を説明するケースに見
られるように、理論的問題が社会システム
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の働きを含む問題であるとすれば、個人行動の単
純な集積では、適切な移行について説明しえないことは明白である（36）。
ここで下線部でいう「個人行動の単純な集積」以上の事柄とは、社会学でいう「創発的特性」
（emergent property）であることは周知の事柄である。こうした考え方に沿って論を進めれば、
年齢階層論でいう世代間葛藤という現象は異なった世代に属する人びとの公正観に基づいて発動
される福祉請求行為の単純な集積として生じているのではなく、人びとの考え方・行動と密接に
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連動しながらも、それらとは次元を異にするマクロ現象として出現しているのではないか、とい
う推論が生まれるのである。この理論構造を用いた説明図式を集団間格差の問題に応用し、それ
をコールマンの提示したミクロ‐マクロ・リンクの図式に従って表してみよう（37）。
　まず、この説明枠の中では、４つの変数に着目する。そのうちの２つは、マクロ次元における
変数であり、そのひとつは年齢階層論で着目する「世代間葛藤：換言すれば、集団関係を統御す
る憎悪の政治」（B）であり、説明図式において被説明変数として位置づけられている。この現
象の発生を説明するマクロ変数は「少子高齢化・経済不況下での世代間経済格差」（A）であるが、
この変数は直接的説明変数というよりは被説明変数成立に関わる状況変数としての特性を有する。
マクロ現象としての世代間格差が状況変数だとすれば、その状況の中で世代間葛藤が生じてくる
機序を説明するミクロ次元での変数が必要となる。この内面的過程はふたつの変数に依って形成
されると考える。まず内的過程の説明変数にあたる事象は「世代間格差の認識」（a）である。そ
してその認識様式の如何によって説明される内的過程の事象とは「分配正義の観念による格差の
評価様式」（b）であると想定する。つまりこの説明図式は「A → B」「A → a」「a → b」「b → B」
という４つの説明経路で形成されていることになる。
　この説明図式の中で最も中核的な部分は「b → B」という説明経路であり、それは世代間格差
に対するある特定の評価様式がどのようにして世代間葛藤を導くのかを説明する経路である。こ
の説明経路に関しては、先にも述べたごとく、単に個人意識の集積ということでは充分な説明に
はならないのであり、何らかの早発的特性の存在が前提とされることが肝要である。世代間葛藤
の発生に関わるマクロ次元での早発的特性としては、人びとの選択と意思決定状況の「囚人のジ
レンマ」的状況構造下での決定を導く社会的価値の存在に求められる、というのが本稿の見解で
ある。ある人の生きがいはその人独自のものであり、人びとはそれぞれの生きがい対象を自らの
価値に従って選択するのだが、わが国の生きがいという価値はそもそもの特性からして、その達
成に関しては外部性を有する価値なのである。すなわち、生きがい感を充足させるためには、他
者の肯定的価値評価を前提とする、ということである（38）。人びとは生きがい対象を選択する際
その選択の自由を反映する潜在能力を追求するという合理性を有するのであるが、その場合の選
択の自由とは利己的な関心や利益を追求できるという意味での自由ではなく、一般的な他者の是
認を得るような選択を可能にする価値規範が存在するとする主張なのである。
　生きがいをめぐる選択の自由に関しても「人間の多様性」という前提を踏まえて議論する必要
がある。何故ならば「私たちが平等に対して関心を持つのは、この多様性が人間の基本的な側面
だから」（39）である。生きがいという価値は、社会に生きるすべてのひとが追求する権利を有し、
またその潜在能力を獲得する権利を有するのである。しかしながら、人間の多様性を前提とした
上で生きがいに関わる選択の自由を論じるということは、生きがいの追求を放棄し、人間の心理
的現実である貪欲性向に固執する権利をも有していることを否定することはできない。というの
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は、人びとの抱く貪欲が消費性向を活性化し生産性を高める合理的要因であることも一面の現実
であろうからである。R. サミュエルソンは新聞に寄稿した論文の中で、親としての立場から見て、
これまでにない社会運営のコストの支払いを負わされている子どもたちの将来を深く心配してい
る、と述べている（40）。こうした心配心から考え付く方策としては、高齢者向けの福祉施策に割
り振る財政支出の額を減額することが一案であろうが、しかし現実には、親と祖父母は自らの利
益を犠牲にしてもよいと考えるまでに心配しているわけではないのである、と指摘する。した
がって、若者と高齢者の間には葛藤が現に存在するのであり、今のところは若者が損をしている
と観ている、というのである。
　こうした貪欲に導かれて行動する限りでは、それぞれにとっての欲求充足にとって合理的であ
るかもしれないが、社会的に見て最悪の状態である世代間葛藤の出現という帰結に至らざるをえ
ないのである。こうした囚人のジレンマ的状況を回避する可能性は、人びとの意識を生きがいの
追求に向かわしめる─換言すれば、「よき人生を追及する」─倫理・道徳体系が必要になるので
あると断じたいのである。
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